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４ 計画の実現に向けて

① ロードマップ

（１）前提条件

１）本事業がＢＴＯ方式を予定していること、公社による指定管理期間がＲ7年度末までであ

ることを考慮し、Ｒ8年度よりＰＦＩ事業者による指定管理に移行することを前提として

事業工程を組み立てる。

（２）設計・発注準備

１）1 工区新築棟基本・実施設計においては、アルファベット群敷地全体の開発許可申請と 1
工区新築棟実施設計を行う。それと並行する形でＰＦＩアドバイザリー業務を行うことで、

ＰＦＩの早期事業化を図る。

２）本事業では、事業の効果を持続可能なものとするために、PFI事業者だけでなく、地域の

プレイヤーや行政も連携・協働し、ニュータウンの活性化や課題解決、魅力の創造・発信

へとつなげることが求められる。公募資料の作成に当たっては、PFI事業や事業者に期待

することについて整理し、資料への反映を図る。

３）アドバイザリー業務は、上記①１）の工程をふまえてＲ7年度中に事業契約を行うことを

目標とし、Ｒ7年 3月実施方針、5月入札公告、9月入札、12月に事業契約を行うことを

想定する。本工程の場合、別途 3ヶ月程度の調整期間がある。

（３）１工区

１）すみれ、あやめ、さくらの住棟改善は、2工区移転における改善住棟の確保、及び直接建

設とＰＦＩ事業の錯綜を避けるため、Ｒ8年度中に改善を完了させる。

２）2工区当初（Ｒ８年度当初）における円滑な移転のため、当該対象住棟（Ｇ・Ｈ・Ｍ・Ｎ・

Ｏ・Ｐ・Ｑ・Ｒ・Ｓ・Ｔ・のぎく・つばき）入居者への説明をＲ5 年度以降に着手する。

３）仮移転を伴うＧ棟はＲ6 年度中に移転先の調整を行い、Ｒ7 年度当初に移転する工程とし

ている。ただし、後続のＧ棟解体、1工区新築棟建設の工程にゆとりを持たせるため、必

要に応じて前倒しすることも検討する。

（４）２工区

１）ＰＦＩ事業として、Ｒ8年度初めから 1工区新築棟を含めた団地全体に指定管理を開始す

る。

２）ＰＦＩ事業として、2工区新築棟及び改善住宅への移転支援業務から開始する。
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（５）事業工程表
事業工程表（ロードマップ）

年度

月

県公社 公社による指定管理の終了

PFI事業者 PFI事業者による指定管理の開始

※マーケットサウンディングの想定：実施方針公表前（R6.12想定）及び公表後適宜実施 エリマネ

PFIアドバイザリー発注準備 予備期間　 ※公募スケジュールの想定：R7.03実施方針、05入札公告、09入札、12事業契約（R7年度内契約が条件） 支援

県 公募資料への反映
地元の住民組織、事業者等

PFI事業者

1工区基本・実施設計発注準備

※開発区域：IJKL棟を除くアルファベット群を区域とする

※一団地認定：アルファベット群を区域として法第86条の2を適用する

一団地認定 　　　計画通知 ※1工区新築棟は都計法37条承認による整備とする

  ※R8年度中に「あやめ・すみれ・さくら」改修完了

G棟移転調整

1工区住民説明 G棟移転

（GHMNOPS・つばき・のぎく）

　 G棟解体工事
　　　Ｇ棟解体工事発注準備

　　　　　　1工区建設発注準備

※開発区域：事業者提案の内容に応じて開発変更申請を行う

※一団地認定：アルファベット群を区域として法第86条の2を適用する

一団地認定 確認申請

解体：HMNOPQRST・つばき・のぎく（11棟）
道路・インフラ

1工区新築棟への移転支援をPFI事業に含む→ 移転：A～E・U～Z

入札

約３年間

一団地認定

　約５.５年間

R9R3

発
注
準
備
等 県・市・地域団体等の勉強会 県・市・地域とPFI事業者とのプラットフォームの構築、自走化支援

R4 R5 R6 R7 R14R8
4 7 10 1 4 47 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1

R10 R11 R12 R13
7 10 1 4 7 7 10 1 44

アドバイザリー業務

7 10 1 4 7 4110

維持管理・運営

３
工
区

２
工
区

１
工
区

エリア
マネジメント

設計

住棟改修

１工区
新築棟

県
（市協議を
含む）

県

基本計画・可能性調査 　1工区基本・実施設計

開発・32条協議

2工区基本・実施

開発変更申請

　　　　　　　　　　移転：HMNOPS・つばき・のぎく等

17 10101 4 7 10 1 4 7 10 1

県
アドバイザー

余剰地

建替住宅

余剰地

PFI事業者

PFI事業者

PFI事業者

PFI事業者

ＰＦＩ
アドバイザリー

県

２工区
新築棟

設計 PFI事業者

住棟改修 PFI事業者

▼マーケットサウンディング

１工区基本・実施設計

あやめ・すみれ・さくら

１工区建設：110戸

２工区建設：210戸

IJKL棟改修

余剰地活用：つばき・のぎく

※A～E、U～Z解体後にIJKL

棟で法第86条2項を適用

余剰地活用：A～E・U～Z

解体：A～E・U～Z（11棟）:約12ヶ月
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② エリアマネジメントに向けたロードマップ

（１）エリアマネジメントのために

本事業の効果を持続可能なものとするために、PFI事業者だけでなく、地域のプレイヤーや行政

も連携・協働し、ニュータウンの活性化や課題解決、魅力の創造・発信へとつなげることが求めら

れる。

直接建設となる１工区、PFI事業による２・３工区を想定し、本事業を契機としたニュータウン

活性化等へとつながるエリアマネジメントのロードマップ案を整理する。

■ロードマップ案

第１フェーズ：PFI 事業者決定後、２工区竣工まで（令和８～１２年度半ば）／仕組み検討・試行

・PFI事業者からのエリアマネジメントの仕組みや体制の提案

を踏まえ、勉強会メンバーと PFI事業者で、ニュータウン活

性化等に向けた「プラットフォーム」を構築する。

・プラットフォームの構成メンバーで連携・協働し、県営住宅

建替後の将来像を見据えた必要な仕組みを検討するととも

に、公園や１工区集会所などを活用した試行を実施する。

【仕組みイメージ】

  集会所等の地域運営・利活用の仕組み

  集会所等での居住支援や生きがいづくりの拠点づくり

  など公共空間の利活用の仕組みを中心に検討

県 市 地元団体等

NT活性化プラットフォーム（仮）

＋
PFI 事業者グループ

＋
その他プレイヤー

獲得目標
仕組みの検討・試行

例）公園・集会所での活動創出
  居住支援や生きがいづくり
  戸建住宅地との関係づくり

第２フェーズ：３工区竣工まで（令和１２年度～）／初動期の支援

・仕組みの検討や試行を踏まえて、PFI事業完了後も継続でき

る持続可能な体制の構築をめざす。

・活動を継続していくためには、「核となる担い手」（地域団体・

事業者もしくは新たな組織を立上げ）や経済的な支えの仕組

みが不可欠。必要に応じて、公的な位置づけの付与（協定の

締結や都市再生推進法人の指定など）を行う。

※公共空間の利活用について（参考資料１・２参照）

都市利便増進協定を締結することで、公園や県営住宅敷地内

の広場・集会所の運営や利活用の権限を付与することも可能

ただし、協定区域内の土地・建物所有者以外に権限を付与す

る場合は、都市再生推進法人の指定が必要

NT活性化プラットフォーム（仮）

獲得目標
持続可能な体制の構築

例）担い手の確立（NPO など）
  経済的な支えの仕組み（使

用料収入など）
  公的な権限等の付与（都市

再生推進法人など）

地元
団体等

県 市 事業
者等

核となる担い手
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（２）参考事例：神戸市の北鈴蘭台地域の取組み（令和元年～継続中）

・神戸市北区の神戸電鉄北鈴蘭台駅の駅周辺地域では、市営住宅の建替 PFI 事業を契機とした地

域活性化の体制・仕組みの構築、具体的な取組みが進められている。

【活動のきっかけ】

・市営桜の宮住宅の建替事業の PFI事業者が「地域を巻き込んだまちづくり」を提案（代表企業：

長谷工コーポレーション、設計・監理企業：市浦ハウジング＆プランニング）

・事業者グループと市が協働して、市・区、PFI事業者グループ（建設、設計、余剰地３社）、地域

住民組織、地元事業者（鉄道事業者、スーパー、植物園等）、大学に、地域で活動している子ども

食堂の NPO、クリエイター集団（デザイン、イベント企画、web など）が参画するプラットフ

ォーム（北鈴〇〇部）を設置

【共通の目標像の作成】

・国の官民連携まちなか再生推進事業の支援を受けながら、本エリアの将来像や取組みの方針など

をとりまとめた『北鈴つづくビジョン』を作成

・地域住民へのアンケート調査、プラットフォームメンバーによる意見交換の積み重ね、素案のパ

ブリックコメント募集を経て、策定

・持続可能な仕組みや体制の構築に向けて、本ビジョンを通じて関係者で共有

【持続可能な仕組みの検討と試行】

・市営住宅敷地内の広場やプロムナードの地域運営を実現するため、市と協議中

（将来的な都市利便増進協定や都市再生推進法人の制度活用を想定）

・仕組みの構築に向けた試行として、先行整備された公園を活用した定期的なイベントの開催、担

い手の確立（今後、地域プレイヤーがまちづくり会社を設置予定）、経済的な支えの仕組み検討

（簡易な広告掲示のできるデジタル掲示板の設置など）を平行して進めている
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北鈴つづくビジョン概要版

北鈴〇〇部による地域の魅力を発信するニュース

地域の団体による
紙芝居の読み聞かせ

小さな子どももできる輪投げ
（参加コインの獲得）
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北鈴〇〇部による公園を活用した試行イベント

老人会による昔遊び
世代間交流のシーン

キッチンカー
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（３）参考資料１）都市利便増進協定 ＜都市再生特別措置法 第 74 条～80 条の 2＞

・都市利便増進協定とは、都市再生特別措置法に基づき、地域のまちづくりのルールを地域住民（地

権者等）が自主的に定めるための協定制度である。地域のエリアマネジメントを継続的に取り組

む際に活用することが期待される。地域住民同士が締結したものを市町村が認定することにより

（法第 75 条）、良好な居住環境の確保や地域の活性化等、地域主体の公共的な取組みを促進する

とともに、市町村と適切に役割分担を図りながら、まちづくりを促進することが可能となる。



4-8

【全国での実績】全 24件（R2.10 末時点）
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参考資料２）都市再生推進法人 ＜都市再生特別措置法 第 118 条～123 条＞

・都市再生推進法人とは、都市再生特別措置法に基づき、都市の再生に必要な公共公益施設の整備

等を重点的に実施すべき土地の区域のまちづくりの中核を担う法人として、市町村が指定するも

のである（法第 118 条）。

・まちづくりに関する豊富な情報・ノウハウを有し、運営体制・人材等が整っている優良なまちづ

くり団体に公的な位置づけを与え、あわせて支援措置を講ずることにより、その積極的な活用を

図る制度。

・都市再生推進法人には、市町村や民間デベロッパー等では十分に果たすことができない、まちの

エリアマネジメント（公共空間の整備・管理、情報発信、イベントの実施等）を展開することが

期待される。都市再生推進法人は、自らの業務を行うために必要な都市再生整備計画、景観計画

の案を、市町村に提案できる。

・都市再生推進法人になることができるのは、一般社団法人（公益社団法人を含む）、一般財団法

人（公益財団法人を含む）、NPO 法人、まちづくり会社である。民間まちづくり活動の成熟化・ノ

ウハウの蓄積に伴い、近年では市町村の出資を受けない民間まちづくり会社の発意による多様な

まちづくり活動が広がってきているため、こうしたまちづくり会社についても、都市再生推進法

人として指定できるよう、平成 28 年度より、都市再生推進法人に指定する際の「まちづくり会

社」への市町村の出資要件は撤廃された。ここでの「まちづくり会社」とは、まちづくりの推進

を図ることを目的として設立される公共性が高い会社のことを指す。
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【全国での実績（一覧）】全 105 団体（R4.10 末時点）


